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Ⅰ　緒　　言

　これまでの疫学的研究では，がんや循環器疾患
等の生活習慣病と食習慣との関わりが示されてお
り，前向きコホート研究の系統的レビューによる
と，果物及び野菜の摂取は冠動脈疾患リスク低下
との関連がみられている₁,₂）．しかしながら，日本
の成人，特に₂₀～₄₉歳において野菜摂取量は国の
推奨値の ₃₅₀ g／日に達していない₃,₄）．
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短　報

男性勤労者の野菜摂取行動に関する意思決定 
バランス尺度の信頼性と妥当性の検討

串田　　修*₁・村山　伸子*₁,*₂

目的：野菜摂取行動に関する意思決定バランス尺度を作成し，その信頼性・妥当性を検討すること．
方法：新潟市内の₂₀の企業施設に属する₂₀～₅₉歳の成人男性勤労者を対象に，₂₀₀₉年 ₉ 月に自記式質問紙調

査を実施した．意思決定バランスは海外の既存尺度から項目選定し，野菜摂取行動に関する pros（恩
恵）と cons（負担）各 ₃項目について，重要度をたずねる ₆項目の尺度としてまとめた．尺度につい
て，Cronbachのアルファを用い信頼性を，確証的因子分析により構成概念妥当性を，行動変容ステー
ジとの関連性により基準関連妥当性を検討した．

結果：回答が得られた₆₀₀名のうち，₅₂₇名（平均₄₁.₁歳）を解析対象とした．作成した意思決定バランス尺
度は項目分析により ₄ 項目（pros ₂ 項目，cons ₂ 項目）に修正した．意思決定バランス尺度の
Cronbachのアルファは prosが₀.₇₆，consが₀.₇₄と各々一定の信頼性が確認された．また，モデル適
合度を確認したところ概ね良好な結果が得られた（カイ ₂ 乗値＝₀.₀₂₄，p＝₀.₈₇₈，GFI＝₁.₀₀₀，
AGFI＝₁.₀₀₀，RMSEA＝₀.₀₀₀）．行動変容ステージとの関連について，prosの得点は，前熟考期に
比し準備期で有意な高値を示した（p＜₀.₀₅）．一方，consでは，前熟考期に比し準備期及び実行・維
持期で有意な低値を示し（p＜₀.₀₅），実行・維持期は熟考期に対し有意に得点が低かった（p＜₀.₀₅）．

結論：作成した意思決定バランス尺度は尺度の内的整合性とともに妥当性も確認されたことから，男性勤労
者を対象とした場合，一定の信頼性・妥当性を有することが示唆された．
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　野菜摂取の効果的な介入プログラムのデザイン
を行う際には，心理学的決定因子を解明すること
が重要とされている₅）．食行動の変容を目的とし
た栄養教育の介入では，トランスセオレティカル
モデル（Transtheoretical model: 以下 TTMと称
す）₆）等の行動科学に関する理論をふまえた取組み
が重要視されてきている．TTMは，行動変容の準
備性によって前熟考期，熟考期，準備期，実行期，
維持期の ₅つのステージが定義されており，行動
変容を進めていく上では，pros（恩恵）と cons

（負担）の意思決定バランスに注目することが効果
的であるとされる₇）．
　先行研究のレビュー₈）によれば，食行動に関す
る意思決定バランス尺度の開発もこれまでにいく
つか報告がみられるが，日本で野菜摂取行動に関
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する意思決定バランス尺度について作成あるいは
使用された例は見当たらない．そこで本研究では，
野菜摂取行動に関する意思決定バランス尺度を作
成し，その信頼性・妥当性を検討することとした．

Ⅱ　方　　法

1．対象者とデータ収集方法

　本研究は，介入研究のベースライン調査データ
を横断的に解析したものであり，介入前後の追跡
調査が可能となるよう，記名式の調査を実施した．
本研究を実施した新潟市では，成人男性の野菜摂
取量が少ないことが示されていたため₉），新潟市
内に社員食堂を有する企業施設に所属する₂₀～₅₉
歳の成人男性勤労者を対象者とした．介入研究で
は社員食堂での介入による影響量を考慮し，社員
食堂を週に ₃回以上利用している者という条件を
付加し募集を行ったが，本研究においては頻度を
考慮せずすべての者を対象とした．調査依頼は新
潟市内に社員食堂を有する企業施設のうち，特定
給食施設等を始めとした比較的社員食堂の規模が
大きい企業施設を中心に行い，最終的に計₂₀施設
で本調査を実施することとした．新潟市保健所の
調査時点のデータによると，各施設の給食対象者
の男性数は平均₁₉₃.₃名，中央値₁₂₈.₅名であった．
　質問紙は各施設に対して₄₀部ずつ用意し，男性
勤労者の社員食堂利用者数が多い施設に関しては
さらに₁₀～₂₀部を加えた．調査票全配布数は₈₂₀部
であった．施設内調査回答者の選定及び質問紙の
配布・回収は施設内担当者に依頼し，配布から回
収までの期間は約 ₂週間を設けた．施設内担当者
は主に総務部に所属していた．また，回収後に記
入漏れ等確認が必要な項目があった場合には，対
象者の宛名入りの確認用封筒を施設内担当者に手
渡し，同様の流れで再調査を行った．一施設の調
査回答者のみ，郵送により直接配布及び回収を
行ったが，それぞれ配布から回収までの期限は同
一となるよう調整した．
　₂₀₀₉年 ₉月にこれらの調査を行い，最終的に₆₀₀
名から回答が得られた．調査票全配布数₈₂₀部のう

ち未使用として返却されたものが₁₇₃部（準配布
数 : ₈₂₀－₁₇₃＝₆₄₇部）であったため，調査回答率
を概算すると₉₂.₇％（₆₀₀/₆₄₇）程度であった．
各施設内調査回答者数は ₄～₅₃名，平均₃₀.₀名，
中央値₃₄.₅名であった．
　対象者には質問紙とともに本調査及びその後の
介入研究のプロトコルについて記載した説明文
（同意は全くの任意であり自由にその同意は撤回で
きること，データのコード化により個人が特定で
きないよう処理し，対象者のプライバシーに関す
る事項は本人の同意なしに公開しないこと等を併
記）及び同意書を封筒内に添付し，インフォーム
ドコンセントを得た．コード化は連結可能匿名化
とし，データとは別の外部記憶装置に対応表を保
存した．本研究プロトコルは，新潟医療福祉大学
倫理委員会により承認された（承認年月日：₂₀₀₉
年 ₉ 月 ₃ 日，承認番号：₁₇₀₅₅-₀₉₀₉₀₂）．
2 ．測定項目

₁ ）野菜摂取に関する意思決定バランス
　意思決定バランス尺度はMaら₁₀）の開発した尺
度を参考に作成した．Maらの尺度は pros ₈ 項目，
cons ₁₀項目の計₁₈項目より構成されていた．本研
究では勤労者が質問紙を回答するときの負担を減
らすため，prosと cons各 ₃ 項目の計 ₆ 項目の尺
度を作成することとした．項目選定の際は，参考
とした既存尺度から，「野菜を買うための時間を確
保する」といった内容よりも「野菜を食べること
は体に良い」のような一般的な勤労者の環境で意
識することが高いと思われる内容をたずねる項目
を優先して選定した．各項目について，「野菜を食
べるかどうか決定する際の意思の重要度」として，
「ある」（ ₅点）から「まったくない」（ ₁点）まで
の ₅件法のリッカートスケールによりたずねた．
　抽出した尺度については，栄養学系大学院生 ₄
名（うち，TTMに関する研究を実施している管理
栄養士 ₁名）に専門的な観点から，また，本調査
の対象者条件に該当する大学職員 ₁名に回答者の
観点から項目内容を確認してもらい，それをもっ
て内容的妥当性の検討とした．
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₂ ）野菜摂取行動に関する変容ステージ
　野菜摂取行動に関する変容ステージについて，
米国の₅ A DAYの取組みに用いられた評価法₁₁）を
参考に日本版として作成されたアルゴリズム₁₂,₁₃）

を用いた．本アルゴリズムは，目標行動の実施度
をたずねた後に行動変容の準備性をたずねる ₂段
階から構成されている．第一段階として ₁日に食
べる野菜の皿数をたずね，回答が ₅皿未満であれ
ば， ₁ 日に野菜を ₅ 皿以上食べることについて
「関心がない（ ₆ヶ月以内に実行する気がない）」，
「 ₆ヶ月以内に実行しようと思う」，「すぐに実行し
ようと思う（ ₁ヶ月以内）」， ₅皿以上であれば，
いつごろから食べているのかについて「 ₆ヶ月未
満」，「 ₆ヶ月以上継続している」という選択肢を
第二段階として用意し，それぞれの回答により
「前熟考期」，「熟考期」，「準備期」，「実行期」，
「維持期」と判断した．
₃）属性
　性別，年齢，身長，体重，既往歴，過去 ₁ヶ月
の社員食堂の利用頻度について，自記式質問紙よ
り情報を得た．
3 ．解析方法

　回答が得られた₆₀₀名のうち，対象者条件外の
者，主要項目に欠損のある者，食事制限を伴う疾
病に罹患している者を解析対象者から除外した．
　対象者の基本属性では，行動変容ステージのグ
ループ間での違いについて，連続変数に対しては
一元配置分散分析（Analysis of Variance: ANOVA）
を，カテゴリー変数に対してはカイ ₂乗検定を用
いて検討した．解析対象者のうち，行動変容ス
テージが実行期であった者が ₁名のみであったた
め，実行期及び維持期を ₁つのグループとしてま
とめた．
　意思決定バランス尺度について，予め下位因子
構造を確認するため主因子法のプロマックス回転
による因子分析を実施した．尺度の信頼性は，
pros及び consについてCronbachのアルファより
内的整合性を検討した．尺度の妥当性については，
構成概念妥当性を検討するため，確証的因子分析を

実施し，適合度評価にはGood of Fit Index （GFI），
Adjusted GFI （AGFI），Root Mean Square Error of 

Approximation （RMSEA） を用いた．各指標につい
て，GFIは ₁ に近いほど説明力のあるモデル，
AGFIは ₁に近いほどデータの当てはまりが良い，
RMSEAは₀.₀₅以下で当てはまりが良く₀.₁以上で
悪いと評価される₁₄）．さらに，意思決定バランス
尺度の pros及び cons，ならびに pros得点から
cons得点を減じた値（以下，pros-cons）につい
て，行動変容ステージを基準とした基準関連妥当
性を検討した．尚，尺度の項目作成の際に参考に
した先行研究₁₀）や，各種の健康行動に関する変容
ステージと意思決定バランスとの関連をまとめて
いる研究₁₅）では，尺度得点の素点を偏差値（平
均＝₅₀，標準偏差＝₁₀）に変換して結果を示して
いる．本研究では，先行研究の結果と比較できる
よう，尺度得点の素点に併せ偏差値を算出するこ
ととした．基準関連の検討の際には ANOVAを用
い，多重比較では Bonferroniにより補正をした．
両側 ₅％未満（p＜₀.₀₅）の危険率をもって統計
的に有意差があるとした．
　解析には，SPSS statistics ₁₇.₀ for Windows及
び Amos ₁₇.₀を用いた．

Ⅲ　研究結果

1．解析対象者

　調査回答者₆₀₀名のうち，性別が対象外（ ₂名），
年齢が対象外または欠損（₂₀名），食事制限を伴う
疾病の罹患中または欠損（₃₇名），主要項目が欠損
（₁₄名）の計₇₃名を除外した₅₂₇名が解析対象者と
なった．
　解析対象者全体では，平均（標準偏差）は，年
齢₄₁.₁ （₉.₈） 歳，身長₁₇₁.₈ （₅.₅） cm，体重₆₇.₃ 
（₁₀.₀） kg，Body Mass Index（以下 BMIと称す）
₂₂.₈ （₃.₀） kg/m₂ であった．役職については一般
職が₃₃₆名（₆₄.₂％），家族構成については夫婦と
子どもが₂₀₀名（₃₈.₁％）と，それぞれ最も割合が
高かった．行動変容ステージの分布は，前熟考期
が₃₁₀名（₅₈.₈％），熟考期が₁₀₈名（₂₀.₅％），準
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表 1　対象者の基本的属性及び行動変容ステージの分布とその特徴

全　体
行動変容ステージ

n （％） ₅₂₇（₁₀₀）
前熟考期
₃₁₀（₅₈.₈）

熟考期
₁₀₈（₂₀.₅）

準備期
₇₃（₁₃.₉）

実行・維持期
₃₆（₆.₈）

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD p 値*

年齢（歳）  ₄₁.₁  ₉.₈  ₄₁.₅  ₉.₉  ₃₉.₀ ₁₀.₂  ₄₂.₁ ₈.₇  ₄₂.₃  ₉.₉ ₀.₀₇₄
身長（cm） ₁₇₁.₈  ₅.₅ ₁₇₁.₅  ₅.₂ ₁₇₂.₀  ₅.₇ ₁₇₂.₇ ₆.₀ ₁₇₁.₇  ₆.₄ ₀.₃₆₆
体重（kg）  ₆₇.₃ ₁₀.₀  ₆₆.₇ ₁₀.₀  ₆₈.₂ ₁₀.₃  ₆₇.₄ ₈.₈  ₆₉.₁ ₁₁.₂ ₀.₃₈₆
BMI（kg/m₂）  ₂₂.₈  ₃.₀  ₂₂.₇  ₃.₁  ₂₃.₀  ₃.₀  ₂₂.₆ ₂.₅  ₂₃.₄  ₃.₁ ₀.₄₄₇

n ％ n ％ n ％ n ％ n ％ p値†

役　　職
　管理職 ₁₇₃ ₃₃.₁  ₉₈ ₃₁.₇ ₂₈ ₂₆.₄ ₃₅ ₄₈.₆ ₁₂ ₃₃.₃

₀.₀₁₂　一般職 ₃₃₆ ₆₄.₂ ₂₀₂ ₆₅.₄ ₇₇ ₇₂.₆ ₃₃ ₄₅.₈ ₂₄ ₆₆.₇
　その他  ₁₄  ₂.₇   ₉ ₂.₉  ₁  ₀.₉  ₄  ₅.₆  ₀  ₀.₀
　欠　損   ₄ ―   ₁ ―  ₂ ―  ₁ ―  ₀ ―

家族構成
　一人暮らし  ₈₇ ₁₆.₆  ₅₉ ₁₉.₂ ₁₆ ₁₄.₈ ₁₀ ₁₃.₇  ₂  ₅.₆

₀.₆₈₉
　夫婦二人  ₆₁ ₁₁.₆  ₃₈ ₁₂.₃ ₁₂ ₁₁.₁  ₈ ₁₁.₀  ₃  ₈.₃
　夫婦と子ども ₂₀₀ ₃₈.₁ ₁₁₁ ₃₆.₀ ₄₄ ₄₀.₇ ₂₇ ₃₇.₀ ₁₈ ₅₀.₀
　三世代同居  ₉₀ ₁₇.₁  ₅₅ ₁₇.₉ ₁₆ ₁₄.₈ ₁₃ ₁₇.₈  ₆ ₁₆.₇
　その他  ₈₇ ₁₆.₆  ₄₅ ₁₄.₆ ₂₀ ₁₈.₅ ₁₅ ₂₀.₅  ₇ ₁₉.₄
　欠　損   ₂ ―   ₂ ―  ₀ ―  ₀ ―  ₀ ―

社員食堂の利用頻度
　ほとんどない  ₅₈ ₁₁.₀  ₃₉ ₁₂.₆ ₁₀  ₉.₃  ₆  ₈.₂  ₃  ₈.₆

₀.₆₃₃
　週 ₁～ ₂回  ₄₂  ₈.₀  ₂₄  ₇.₇  ₉  ₈.₃  ₇  ₉.₆  ₂  ₅.₇
　週 ₃～ ₄回 ₁₄₀ ₂₆.₆  ₇₆ ₂₄.₅ ₃₆ ₃₃.₃ ₁₆ ₂₁.₉ ₁₂ ₃₄.₃
　週 ₅回以上 ₂₈₆ ₅₄.₄ ₁₇₁ ₅₅.₂ ₅₃ ₄₉.₁ ₄₄ ₆₀.₃ ₁₈ ₅₁.₄
　欠　損   ₁ ―   ₀ ―  ₀ ―  ₀ ―  ₁ ―

SD: Standard Deviation（標準偏差）
* 一元配置分散分析にて各行動変容ステージ間を比較した前熟考期の ₁名の体格値が欠損
† カイ ₂乗検定にて各行動変容ステージ間を比較した

表 2　意思決定バランス尺度の因子構造と信頼性

尺　度 α 係数 項　　　目 因子 ₁ 因子 ₂

意思決定バランス
　pros（恩恵） ₀.₇₆

「たくさん野菜を食べることは体に良い」  0.782 －₀.₀₀₁
「野菜の入った料理はバランスが良い」  0.784 　₀.₀₀₂

　cons（負担） ₀.₇₄
「野菜を食べることは面倒である」 　₀.₀₃₂  0.770
「野菜料理はおいしくない」 －₀.₀₃₂  0.7₆₆

抽出する因子： ₂
因子抽出法：主因子法
回転法：Kaiserの正規化を伴うプロマックス法
各項目の最も高い因子負荷量をボールドで示す
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図 1 　意思決定バランス尺度の構成概念妥当性

表 3　意思決定バランス尺度の基準関連妥当性

行 動 変 容 ス テ ー ジ

n （％）
前熟考期
₃₁₀（₅₈.₈）

熟 考 期
₁₀₈（₂₀.₅）

準 備 期
₇₃（₁₃.₉）

実行・維持期
₃₆（₆.₈） p 値*

素　点 偏差値† 素　点 偏差値† 素　点 偏差値† 素　点 偏差値†

平均 SD 平均 平均 SD 平均 平均 SD 平均 平均 SD 平均

意思決定バランス
　pros（恩恵）‡ ₉.₁ ₁.₁ ₄₈.₉a ₉.₃ ₁.₁ ₅₀.₃ab ₉.₆ ₀.₈ ₅₃.₃b ₉.₄ ₁.₀ ₅₂.₀ab 　₀.₀₀₄
　cons（負担）‡ ₄.₈ ₂.₂ ₅₁.₄a ₄.₅ ₂.₁ ₅₀.₀ab ₄.₀ ₂.₁ ₄₇.₅bc ₃.₀ ₁.₅ ₄₃.₁c ＜₀.₀₀₁
　pros-cons ₄.₃ ₂.₆ ₄₈.₃a ₄.₇ ₂.₅ ₅₀.₁ab ₅.₆ ₂.₃ ₅₃.₆bc ₆.₄ ₂.₀ ₅₆.₈c ＜₀.₀₀₁

SD: Standard Deviation（標準偏差）
* 一元配置分散分析にて各行動変容ステージ間を比較した
† 下位尺度得点の素点を偏差値（平均＝₅₀）に変換した
‡ 「ある」（ ₅点）から「まったくない」（ ₁点）までの ₅件法のリッカートスケール（最大＝₁₀，最小＝₂）
同じ行での異なるアルファベット間は Bonferroni法により補正した有意な差を示す（p＜₀.₀₅）

備期が₇₃名（₁₃.₉％），実行期が ₁ 名（₀.₂％），
維持期が₃₅名（₆.₆％）であった．行動変容ステー
ジ間では役職（p＝₀.₀₁₂）で有意差がみられた．
一方，年齢，身長，体重，BMI，家族構成並びに
社員食堂の利用頻度については，行動変容ステー
ジとの関連はみられなかった（表 ₁）．
2 ．意思決定バランス尺度の因子構造と信頼性

（表 2）

　意思決定バランス尺度について，prosのCronbach

のアルファが全体では₀.₆₅に対し，項目が削除さ
れた場合₀.₇₆となる項目，consの Cronbachのア
ルファが全体では₀.₆₈に対し，項目が削除された
場合₀.₇₄となる項目がみられたため，尺度を ₄項
目（pros ₂ 項目，cons ₂ 項目）に修正した．

　因子分析により下位因子の構造を確認したとこ
ろ，意思決定バランスは prosと consがそれぞれ
異なる因子に分類された．
3 ．意思決定バランス尺度の構成概念妥当性（図1）

　確証的因子分析により意思決定バランス尺度の
モデル適合度を確認したところ，概ね良好な結果が
得られた（カイ ₂乗値＝₀.₀₂₄，p＝₀.₈₇₈，GFI＝
₁.₀₀₀，AGFI＝₁.₀₀₀，RMSEA＝₀.₀₀₀）．
4 ．意思決定バランス尺度の基準関連妥当性（表3）

　意思決定バランス尺度の得点について， pros/

consの各素点は平均値にして，前熟考期₉.₁/₄.₈
点，熟考期₉.₃/₄.₅点，準備期₉.₆/₄.₀点，実行・
維持期₉.₄/₃.₀点と，いずれも行動変容ステージ間
で有意な差（p＝₀.₀₀₄，p＜₀.₀₀₁）がみられた．
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また，pros-consの値も同様に行動変容ステージ間
で有意な差がみられた（p＜₀.₀₀₁）．多重比較の
結果，prosの得点は，前熟考期に比し準備期で有
意な高値を示した（p＜₀.₀₅）．一方，consでは，
前熟考期に比し準備期及び実行・維持期で有意な
低値を示し（p＜₀.₀₅），実行・維持期は熟考期に
対し有意に得点が低かった（p＜₀.₀₅）．

Ⅳ　考　　察

1．意思決定バランス尺度の信頼性と妥当性の検

討について

　野菜摂取行動に関する意思決定バランスについ
て，日本人を対象に調査を実施し，信頼性と妥当
性を検討した報告は我々の知る限りまだない．
　今回開発した意思決定バランス尺度に関しては，
prosと consで異なる因子構造が確認され，許容
レベルの内的整合性を示し，一定の適合度が確認
された．また，行動変容ステージとの関連では解
析時に実行期及び維持期を ₁つのグループとして
まとめたため，その ₂つのステージの違いは明ら
かでないが，prosでは前熟考期に対し準備期で尺
度の得点が高くなり，consでは前熟考期に対し準
備期，さらに実行・維持期とステージが進むほど
尺度の得点が明らかに低くなっていた．
　本研究で用いた意思決定バランス尺度は一定の
内的整合性と適合度，ならびに行動変容ステージ
との関連が認められ，その傾向や得点分布等は海
外の先行研究₁₀,₁₆,₁₇）と類似した結果であった．
　しかし，本研究では基である介入研究に必要な
サンプリングサイズの確保を優先し，回答率を下
げないための対策として予め項目数を減らした尺
度を用いたことから，意思決定バランスについて
把握したのは各 ₂項目のみであった．本対象者の
ように日常業務等で忙しく時間的制約がある場合，
負担の大きい調査は実施が困難となることも多い．
先行研究においては野菜摂取行動に関する各 ₄項
目の意思決定バランス尺度₁₈,₁₉）や，他の概念では
₁項目のみのセルフエスティーム尺度₂₀）が用いら
れた例もある．今回，pros及び consの各意思に

ついて一定の基準関連妥当性は示されたものの，
限定的な意思のみをとりあげた本尺度は集団の把
握は可能であっても，個人を評価する際に使用す
ることは難しいかもしれない．
2 ．研究の限界

₁ ）観察対象者について
　今回，行動変容ステージの各グループ間で役職
に有意差がみられた．一般／管理職の ₂群につい
て，意思決定バランスの prosでのみ一般職に対し
て管理職で得点が有意に高かったが，ステージ間
の得点は各職個別でも全体と同様の分布であった
（データ未掲載）．すなわち，役職の割合は行動変
容ステージ間の得点の大きさには影響していても，
今回の基準関連妥当性の結果には影響していない
ものと推察される．
　また，集団属性が「新潟市内の社員食堂を有す
る企業施設に所属する₂₀～₅₉歳の成人男性勤労者」
とかなり限られた範囲にあり，他の属性の者への
適用についてはさらなる検討が必要である．さら
に，本調査後の介入研究での対象者の条件として，
社員食堂を週に ₃回以上利用している者という条
件を付加したため，施設内担当者に調査回答者の
選定を依頼した際に「なるべく（具体的には週に
₃回以上）社員食堂を利用している者」を集めて
もらうように促した．社員食堂の利用頻度につい
ては，行動変容ステージとの関連はみられなかっ
たが，それによる選択バイアスの影響について言
及することはできない．また，最初から自らの食
習慣に興味がある等，施設内勤労者の全体よりも
意識が高い集団であったかもしれない．
₂）行動変容ステージの評価法について
　本評価法は心理的な特性に起因した野菜の皿数
の過小あるいは過大申告等の影響により，一定の
割合で誤った行動変容ステージに分類される可能
性がある．例えば，実際は実行期未満にいる者が
過大申告をした場合には pros得点が低かったり
cons得点が高かったりしても実行期以上に分類さ
れてしまうため，今回，前熟考期から準備期にか
けて prosの得点が向上したのに対し，実行・維持



野菜摂取行動に関する意思決定バランスの検討

43

期では差がみられなかったこととして，それらの
影響による行動変容ステージの誤分類が一因とし
て挙げられる．摂取量の過大申告による実行期ま
たは維持期への誤分類は先行研究でもその問題が
指摘されており₂₁），基準関連妥当性をより正確に
把握するにはそれらの者を考慮した評価法を用い
る必要があろう．
　また，別の理由として， ₁日に野菜を ₅皿以上
食べている者，すなわち実行期または維持期に分
類される者のうち，本人の意思とは関係なく野菜
をたくさん食べることのできる環境にいる者の
pros得点が低く，その影響により平均値が下がっ
た可能性がある．
3 ．本尺度の活用可能性

　把握する項目が限られているものの，本意思決
定バランス尺度は一定の内的整合性と適合度が確
認され，行動変容ステージとの間に明確な関連が
認められた．このことから，本尺度は成人男性の
野菜摂取行動に注目した横断的観察や縦断的観察，
あるいは TTMを応用した介入プログラムにおけ
る集団間の比較や集団内での推移等をモニタリン
グすることを目的とした活用可能性がある．

Ⅴ　結　　語

　開発した意思決定バランス尺度は，尺度の内的
整合性が確認されるとともに，構成概念妥当性と
して一定の適合度が確認され，基準関連妥当性と
して行動変容ステージ間の差も認められたことか
ら，男性勤労者を対象とした場合，一定の信頼
性・妥当性を有することが示唆された．
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Validity and reliability of the Decisional Balance Scale of 
vegetable consumption behavior in male 

Japanese workers

Osamu KUSHIDA*₁, Nobuko MURAYAMA*₁,*₂

Abstract
Objective: We developed the Decisional Balance Scale of vegetable consumption behavior, and examined the 

validity and the reliability of the scale.
Methods: In September ₂₀₀₉, a self-administered questionnaire was completed by Japanese male employees 

aged ₂₀–₅₉ years, working at ₂₀ worksites of Niigata City in Japan. The scale about decisional balance of 
vegetable consumption behavior was composed of ₆ items selected from an existing scale: ₃ items assessing 
the potential benefits (pros) and ₃ items assessing the potential costs (cons). The internal consistency of the 
scale was examined using Cronbach＇s alpha, construct validity was examined using confirmatory factor 
analysis, and criterion-related validity was determined by assessing the association between the scale scores 
and the stages of change.

Results: Of ₆₀₀ respondents, the data of ₅₂₇ participants (mean age, ₄₁.₁ years) were analyzed. By using item 
analysis, the newly developed scale was reduced to ₄ items, ₂ pros and ₂ cons. Results indicated that the 
scale had sufficient reliability (Cronbach＇s alpha: pros＝₀.₇₆, cons＝₀.₇₄). Moreover, the scale provided the 
best data fit (χ₂＝₀.₀₂₄, p＝₀.₈₇₈, GFI＝₁.₀₀₀, AGFI＝₁.₀₀₀, RMSEA＝₀.₀₀₀). The score for pros was 
higher in the preparation than in the precontemplation stage (p＜₀.₀₅). Conversely, the score for cons was 
lower in the preparation and action/maintenance than in the precontemplation stage (p＜₀.₀₅). Further-
more, it was lower in the action/maintenance than in the contemplation stage (p＜₀.₀₅).

Conclusion: The Decisional Balance Scale has sufficient validity and reliability for male workers, as demon-
strated by the internal consistency of the scale, as well as by its construct and criterion-related validity.

〔JJHEP, ₂₀₁₃；₂₁（₁）：37-45〕
Key words: transtheoretical model, decisional balance, vegetables, male workers, scale

*₁ Department of Health and Nutrition, Niigata University of Health and Welfare
*₂ Graduate School of Health and Welfare, Niigata University of Health and Welfare


